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議案第１１号 

令和２年度大治町国民健康保険特別会計予算 

令和２年度大治町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，８８１，２５３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用 

  令和２年３月４日提出 

大治町長 村  上  昌  生 

－1－



－2

出

1 手数料 1

予

3 国庫支

算

出金 8,141

歳

1 国庫補

　

助金 8,141

入

4 県支出金 1,908,072

1 県負担金 1,908,071

2

－

財政安定化基金支出金 1

5 財産

款

収入 1

項

1 財産運用収入 1

金

6 繰入金

　

289,586

1 他会計繰入金 249,586

　

2

額

基金繰入金 40,00

第

(

0

7 繰越

単

金 15,987

位

1 繰越金

：

15,987

千

8 諸収入 12,2

円

77

)

1 延滞金、加算金及び過料 9,001

2 雑入 3,276

－3－

１

款 項 金　

1

　額

(単位：千円)

国 歳　民 　入　健 　合　 　計康 2,881,253保険税 6

表

47,188

　

1 国民健康

歳

保険税 647,188

入

2 使用料

歳

及び手数料 1



－4

4 趣旨普及費 495

款

2 保険給付費 1

項

,903,746

金

1 療養

　

諸費 1,686,499

2 高額療養費 190,

　

962

額

3 移送費 2

－

(

4 出産育

単

児諸費 23,533

位

5 葬

：

祭諸費 2,750

千

3 国民健康保

円

険事業費納付金 912

)

,875

1 医療給付費分 617,569

2 後期高

歳

齢者支援金等分 211

1

,004

総

3 介護納付金分

務

84,302

費

4 財政安定化基金

2

拠出金 1

6

1 財政安定化基

,

金拠出金 1

9

5 保健事業費 27,

0

402

　

7

1 特定健康診査等事業費 20,097

－5－

款 項 金　 　額

(単位：千円)

2 保健事業費 7,305

6 基金積立金 1

1 基金積立金 1

7 諸支出金 3

出

1

,321

総

1 償還金及び還

務

付加算金 3,320

管

2 繰

理

出金 1

8

費

予備費 7,000

2

1 予備

2

費 7,000

,

歳　

7

　出　 　合　

2

　計 2,88

4

1,253

2 徴税費 3,571

3 運営協議会費 117
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予算に関する説明書 

令和２年度 

大治町国民健康保険特別会計歳入歳出予算事項別明細書 



単

8 660,470 △1

位

3,282

：

２ 使

千

用料及び手数料 1 1

円)

３ 国庫支出金 8,

款

141 1 8,140

本年

４ 県支出金 1,9

度

08,072 1,92

予

3,023 △14,9

算

51

額

５ 財産収入

前

1 1

年

６ 繰入金 2

度

89,586 295,

予

203 △5,617

算額

７ 繰越金 15,9

比

87 21,378 △5

　

,391

８ 諸収入 12,277 12,

　

275 2

較

歳　 　入　 　

構

合　 　計 2,881

　

,253 2,912,

成

352 △31,099

　

100.0

比

22.5

0.0

0.3

(

66.

%

2

)

0.0

－7

10.0

－

0.6

歳入

0.4

歳出予算事項別明細書

１　総　括

(歳  入)

１ 国民健

(

康保険税 647,18

－8－



地　　方　　債 そ　　の　　他 　(%)

(単位：千円)

－9－ －10－

(歳  出)

１ 総務費 26,907 14,305 12,602 8,1

本

40 4,375 14,

　

392

年

２ 保険給

　

付費 1,903,74

度

6 1,908,239

　

△4,493 1,87

予

3,708 15,68

　

0 14,358

算　

３ 国民健康保険事業費

額

納付金 912,875

　

936,916 △24

の

,041 28,127

　

9,207 875,5

財

41

　

４ 財政安定

源

化基金拠出金 1 1 1

　内

５ 保健事業費 27

　

,402 28,069

訳

△667 6,238 3

款

,532 17,632

本年

６ 基金積立金 1

度

1 1

予

７ 諸支出金

算

3,321 17,82

額

1 △14,500 3,

前

321

年

８ 予備費

度

7,000 7,000

予

7,000

算額 比

歳　 　出　

　

　合　 　計 2,881,253 2,912,352 △3

　

1,099 1,916

較

,213 32,795

特

932,245 100

　

.0

0.9

66.1

　

31

定

.7

　

0.0

1.0

0.0

　財

0.1

　

0.2

　源 構　　成　　比
一　般　財　源

国 県 支 出 金



－11－



歳 入 の 部 



２ 歳

 

保険税　　１項　国民

国

健康保険税　　１目　

民

一般被保険者国民健康

健

保険税

－12－ －13

康

－

保

1 一般被保険者国民健

険

康保険税 647,09

税

7 659,943 △1

(

2,846 1 医療給付

款

費分現年課 425,3

　

)

01 医療給付費分現年

　

課税分 425,301

１

税

 

分 　内訳

国

　所得割 19

民

9,721

健

　資産割 3

康

1,600

保

　均等割 1

険

32,779

入

税

　平等割 61,201

2 後期高齢者支援金分 123,219 後期高齢者支援金分現年課税分 123,219

現年課税分 　内訳

　

　所得割 57,864

　資産割 9,155

　均等割 38,469

　平等割 17,731

(単

3 介

位

護納付金分現年課 52

( ：

,400 介護納付金分

千

現年課税分 52,40

円

0

)

税分 　内訳

節

　所得割 2

目

4,607

本

　資産割 3

年

,893

度

　均等割 16

予

,359

項

算

　平等割 7,

額

541

前年

4 医療給付費分滞

度

納繰 33,528 平成

予

３１年度分 13,11

算

1

額

越分 平成３０年度以前

比

分 20,417

　

)

5 後期高齢者支援金分 8,47

　

4 平成３１年度分 3,

較

406

説

滞納繰越分 平成３

　

０年度以前分 5,068

6 介護納付金分滞納繰 4,175 平成３１年

　

度分 1,570

越分 平成３０年度以前分 2,6

　

05

明
区

2 退職被保険者等

　

国民健康保険税 91 5

　

27 △436 1 医療給

分

付費分現年課 1 医療給

金

付費分現年課税分 1

１

　

税分

　額

2

１

後期高齢者支援金分 1

款

後期高齢者支援金分現

　

年課税分 1

国

現年課税分

民健康



　( 康

　１項　国民健康保険

保

税　　２目　退職被保

険

険者等国民健康保険税

税

－14－ －15－

(

3 介護

款

納付金分現年課 1 介護

)

納付金分現年課税分 1

　

税

１

分

 

項

国

4 医療給付費分滞納繰

民

54 平成３１年度分 3

健

越

康

分 平成３０年度以前分

保

51

険税

5 後期高齢者支援金分 15 平成３１年度分 1

滞納繰越分 平成３０年

)

度以前分 14

6 介護納付金分滞納繰 19 平成３１年度分 1

越分 平成３０年度以前分 18

計 647,188 660,4

　

70 △13,282

　(項)　１ 手数料

(

(款)　２ 使用料及

単

び手数料

位：

1 督促手数料

千

1 1 1 督促手数料 1 督

円

促手数料 1

)１

節
目

計 1 1

本

　(

年

項)　１ 国庫補助金

度

(款)　３ 国庫支出

予

金

算額

1 災害臨時特例補助

前

金 1 1 1 災害臨時特例

年

補助金 1 災害臨時特例

 

度

補助金 1

予算

2 社会保障・

額

税番号制度システム整

比

備費補助金 8,140

　

8,140 1 社会保障・税番号制 8,140 社会保障・税番号制度

　

システム整備費補助金

較

度

国

説

システム整備費補 8,

　

140

助金

計 8,141 1 8,140

　

民

明
区　　分 金　　額

１

健

款　国民健康保険税　



　( 金

　１目　保険給付費等

(

交付金

－16－ －17

款

－

)

1 保険給付費等交付金

　

1,908,071 1

４

,916,784 △8

 

,713 1 普通交付金

県

1,873,708 普

支

通交付金 1,873,

出

708

項

金

2 特別交付金 34,363 特別調整交付金 15,213

県繰入金 7,299

保険者努力支援制度交付金 5,613

特定健康診査等負担金

)

6,238

特定健康診査等負担金 6,238 △6,238 廃 目

(

計 1,908,071

単

1,923,022 △

位

14,951

　 ：

　(項

千

)　２ 財政安定化基

円

金支出金

(款)　４ 

)

県支出金

節
目

1 財政安全化

本

基金交付金 1 1 1 財政

年

安全化基金交付 1 財政

度

安全化基金交付金 1

予

金

１

算額

計

前

1 1

年

　(項)　１ 

度

財産運用収入

(款)　

予

５ 財産収入

算額

1 利子及

比

び配当金 1 1 1 預金利

　

子 1 支払準備基金利子

 

1

　

計 1 1

較

　(項)　

説

１ 他会計繰入金

(款

　

)　６ 繰入金

1 一般会計繰入金 249,586 255,203 △

県

5,617 1 保険基盤安定繰入金 148,412 保険税軽減分 92

　

,612

明

保険者支援分 5

区

5,800

　　

2 職員給与費

分

等繰入金 4,837 職

金

員給与費等繰入金 4,

負

　

837

　額

3 出産育児一時金

４

繰入 15,680 出産

款

育児一時金繰入金 15

　

,680

県

金

支出金

担

　　１項　県負担金　



　( 繰

金　　１目　一般会計

入

繰入金

－18－ －19

金

－

(

4 財政安定化支援事業

款

657 財政安定化支援

)

事業繰入金 657

　

繰入金

６ 

5

繰

その他一般会計繰入 8

項

入

0,000 その他一般

金

会計繰入金 80,000

金

計 249,586 255,203 △5,617

　(項)　２ 基金繰入金

(款)　６

)

 繰入金

1 支払準備基金繰入金 40,000 40,000 1 支払準備基金繰入金 40,000 支払準備基金繰入金 40,000

(単

計 40

　 位

,000 40,000

：千

　(項)　１ 繰越

円

金

(款)　７ 繰越金

)

節
目

1 その他繰越金 15,

本

987 21,377 △

年

5,390 1 その他繰

度

越金 15,987 その

１

予

他繰越金 15,987

算額 前

療養給付費等交付金

年

繰越金 1 △1 廃 目

度予

計

算

15,987 21,3

額

78 △5,391

比

　

 

　

(項)　１ 延滞金、加算金及び過料

(款)　８ 諸収入

　較

1 一般被

説

保険者延滞金 9,00

　

0 9,000 1 一般被保険者延滞金 9,000 一般被保険者延滞金 9,000

他

2 退職被保険者等延滞金 1 1 1 退職被保険者等延滞 1 退

　

職被保険者等延滞金 1

明

金

区　　

計 9,001 9,00

分

1

会

金　　額

６款　繰入金

計

　　１項　他会計繰入



　(

款

処分費

－20－ －21

)

－

　

1 滞納処分費 1 1 1 滞

８

納処分費 1 滞納処分費

 

1

諸収

2 一般被保険者第三

入

者納付金 100 100 1 一般被保険者第三者 100 一般被保険者第

項

三者納付金 100

納付金

3 退職被保険者等第三者納付金 1 1 1 退職被保険者等第三 1 退職被保険者等第三者納付金 1

者納付金

)

4 一般被保険者返納金 101 100 1 1 一般被保険者返納

(

金 100 一般被保険者

単

返納金 100

位：

2 過年度分

千

1 過年度分 1

円　 )

5 退職被

節

保険者等返納金 2 1 1

目

1 退職被保険者等返納

本

1 退職被保険者等返納

年

金 1

度

金

予算

2 過年度分 1 過年度

額

分 1

前

２

年

6 雑入 3,071

度

3,071 1 雑入 3,

予

071 特定健診料 12

算

0

額

人間ドック受診料 2,

比

550

　

愛知県国民健康保険団体連合会国保保健

事

　

業助成金 400

 

較

雑入 1

説　

計 3,276 3,274 2

雑

　明
区　　分 金　　額

入

８款　諸収入　　２項

(

　雑入　　１目　滞納



－22－



歳 出 の 部 



３ 歳

度

託料 12,210

節
目 比

2

　

国民健康 368 359

　

9 18 負担金補助 36

較

8

特

368

○ 国

　

民健康保険団体連合会負担金 368保険団体

　

及び交付金

定

18

　

 負担金補助及び交付金 368連合会負

　財

 愛知県国

　

民健康保険団体連合会負担金 368担金

　源 説　

計 22,724 10,359 12,365 8,140 4,258 10,326

　明
一般財源予　算　額 予　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

１款　総務費　　１項　総務管理費　　１目　一般管理費

－23－ －2

　

4－

1 一般管理 22,356 10,000 12,356 1 報酬 3,5558,140 4,258 9,958

○ 職員人件費 4,258「国庫支出金」 「繰入金」費

 

出

1 報酬 3,555社会保障・税番 職員給与費等繰 3 職員手当等 501

 事務職員報酬（会計年度任用職員）号制度システム 入金

　（2人） 1,764整備費補助金 4,258 8 旅費 21

(

8

款

 診

)

療報酬明細点検事務職

　

員報酬8,140

１ 

 （会計年

総

度任用職員）（2人）

務

1,79110 需

費

用費 447

　

 3

(

 職員手当等 501

項)

   期末手

　

当（会計年度任用職員

１

） 50111 役務

 

費 2,270

総

 

務

8 旅費 202

管理

 費用弁償（

費

会計年度任用職員） 2

(

0212 委託料 1

単

5,365

位：千

○ 一般管理費 18

円

,098

)

 8 

本

旅費 16

 

 

年

  普通旅費 16

 度

10 需用費 447

 予

 消耗

 

品費 264

算 

   印刷製本費 18

額

3

 

11 役務費

の

2,270

 財

 郵送料 2,27

 

0

源

12 委託料

 

15,365

内 

 給付事務等に

訳

伴う委託料 2,937

本　

 国保

年

事業報告・調整交付金

　

等システム

度 前

 委託料 218

　年

 国保電

　

算システム改修業務委



較 特　　　定　　　財　　　源 説　 　明
一般財源予　算　額 予　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

１款　総務費　　２項　徴税費　　１目　賦課徴収費

－25－ －26－

1 賦課徴収 3,571 3,397 174 11 役務費 3,5643,571

○ 賦課徴収費 3,571費

11 役務費 3,56412 委託料 7

     郵送料 2,302

     口座振替手数料 176

     国保税振替払込手数料 1

(

     コンビニ

款

収納手数料 1,085

)　

12 委託料 7

１ 

 特別

総

徴収情報経由業務手数

務

料 7

費

　(項)

計 3,57

　

1 3,397 174 3

２

,571

(

 

款)　１ 総務費

　(

徴

項)　３ 運営協議会

税

費

1 運営協議 117 1

費

17 1 報酬 117

(単

117

○ 運営協議

位

会費 117「繰入金」

：

会費

千

 1 報酬

円

117職員給与費等繰

)

本

 国民

 

健康保険運営協議会委

年

員報酬 117入金

 度

 （6,50

 

0円×6人×3日）1

予

17

 算 額 

計 117 1

の

17 117

 

(款)　１ 総務費

　

財

(項)　４ 趣旨普及

 

費

1 趣旨普及 495 4

源

32 63 10 需用費 4

 

95

内

495

○ 

 

趣旨普及費 495費

訳
本

10 需用費 49

　

5

年

 消

　

耗品費 495

度 前　年　

計

度

495 432 63 49

節

5

目 比　　



比　

5 審査

　

支払 5,801 6,9

較

54 △1,153 12

特

委託料 5,801

　

5,789 12

○

　

審査支払手数料 5,8

定

01「県支出金」手数

　

料

12 委託料

　

5,801普通交付金

財　

 審査支払事務手数料 5,7

　

275,789

源 説

レセプト電

　

算処理システム手数料 74

計 1

　

,686,499 1,

明

690,156 △3,

一

657 1,683,1

般

26 3,373

財源予　算　額 予　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

２款　保険給付費　　１項　療養諸費　　１目　一般被保険者療養給付費

－27－ －28－

1 一般被保 1,663,200 1,662,000 1,200 18 負担金補助 1,663,2001,659,874 3,326

○ 一般被保険者療養給付費 1,663,200「県支出金」険者療養 及び交付金

18 負担金補助及び交付金 1,663,200普通交付金給付費

 一般被保険

(

者療養給付費 1,66

款

3,2001,659

)

,874

　２ 保

2 退

険

職被保 330 3,96

給

0 △3,630 18 負

付

担金補助 330

費

　

329 1

○ 退職被保

(

険者等療養給付費 33

項

0「県支出金」険者等

)

療 及び交付金

　

1

１

8 負担金補助及び交

 

付金 330普通交付金

療

養給付費

養諸

 退職被保険者等療

費

養給付費 330329

(単位：千

3 一般被保 1

円

7,160 17,16

)

0 18 負担金補助 17

本

,160

 

17,

年

126 34

○ 一般被

 

保険者療養費 17,1

度

60「県支出金」険者

 

療養 及び交付金

予 

18 負担金補助及び

算

交付金 17,160普

 

通交付金費

額 

 一般被保険者療

の

養費 17,16017

 

,126

財 源 

4 退

内

職被保 8 82 △74 1

 

8 負担金補助 8

訳
本

8

○ 退職被保険者等

　

療養費 8「県支出金」

年

険者等療 及び交付金

　度

18 負担金補助

前

及び交付金 8普通交付

　

金養費

年　

 退職被保険者等療養

度

費 88

節
目



目 比　　較

計 2 2 2

特　 　定　 　財　 　源 説　 　明
一般財源予　算　額 予　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

２款　保険給付費　　２項　高額療養費　　１目　一般被保険者高額療養費

－29－ －30－

1 一般被保 190,920 187,200 3,720 18 負担金補助 190,920190,538 382

○ 一般被保険者高額療養費 190,920「県支出金」険者高額 及び交付金

18 負担金補助及び交付金 190,920普通交付金療養費

 一般被保険者高額療養費 190,92

(

0190,538

款)　２ 

2 退職被保 42 3

保

96 △354 18 負担

険

金補助 42

給

42

付

○ 退職被保険者等高

費

額療養費 42「県支出

　

金」険者等高 及び交付

(

金

項

18 負担金

)

補助及び交付金 42普

　

通交付金額療養費

２ 

 退職被保

高

険者等高額療養費 42

額

42

療養費 (単位

計 1

：

90,962 187,

千

596 3,366 19

円

0,580 382

)

(款)　２ 保

本

険給付費

　(項)　３

 

 移送費

1 一般被保 1

年

1 18 負担金補助 1

 度

1

○ 一般被保険

 

者移送費 1「県支出金

予

」険者移送 及び交付金

 算

18 負担金補

 

助及び交付金 1普通交

額

付金費

 の

 一般被保険者移送費

 

11

財 源 

2 退職被

内

保 1 1 18 負担金補助

 

1

訳

1

○ 退職被

本

保険者等移送費 1「県

　

支出金」険者等移 及び

年

交付金

　

18 負

度

担金補助及び交付金 1

前

普通交付金送費

　年

 退職被保険

　

者等移送費 11

度 節



節

助及び交付金 616,

目

705災害臨時特例補

比

数料」給付費分

　　

 一般被保険

較

者医療給付費分 616

特

,705助金 督促手数

　

料

1 1

　定　

「県支出金」 「諸収入」

　財　 　源 説　 　明
一般財源予　算　額 予　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

２款　保険給付費　　４項　出産育児諸費　　１目　出産育児一時金

－31－ －32－

1 出産育児 23,520 27,720 △4,200 18 負担金補助 23,52015,680 7,840

○ 出産育児一時金 23,520「繰入金」一時金 及び交付金

18 負担金補助及び交付金 23,520出産育児一時金

 出産育児一時金 23,520繰入金

(

15,680

款)　

2 支払

２

手数 13 15 △2 12

 

委託料 13

保

13

険

○ 支払手数料 13料

給付

12 委託料 1

費

3

　

 支

(

払事務手数料 13

項)　４ 出産

計 23,53

育

3 27,735 △4,

児

202 15,680 7

諸

,853

(

費

款)　２ 保険給付費

(

　(項)　５ 葬祭諸

単

費

1 葬祭費 2,750

位

2,750 18 負担金

：

補助 2,750

千円

2,750

○ 葬祭費

)

2,750及び交付金

本 

18 負担金補

年

助及び交付金 2,75

 

0

度

   葬

 

祭費 2,750

予 算 額 の

計 2,750 2

 

,750 2,750

財

(款)　３ 

 

国民健康保険事業費納

源

付金

　(項)　１ 医

 

療給付費分

1 一般被保

内

616,705 652

 

,886 △36,18

訳

1 18 負担金補助 61

本

6,705

　

28

年

,127 9,203 5

　

79,375

○ 一般

度

被保険者医療給付費分

前

616,705「国庫

　

支出金」 「使用料及び

年

手険者医療 及び交付金

　度

18 負担金補



　度 前　年　度 節
目 比　　較 特　 　定　 　財　 　源 説　 　明

一般財源予　算　額 予　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

３款　国民健康保険事業費納付金　　１項　医療給付費分　　１目　一般被保険者医療給付費分

－33－ －34－

特別調整交付金 一般被保険者延

15,213 滞金

県繰入金 9,000

7,299 滞納処分費

保険者努力支援 1

制度交付金 一般被保険者第

5,613 三者納付金

(

財政安

款

全化基金 100

)　

交付金 一般被保険者返

３ 

1 納金

国

1

民

00

健

過年度分

康保

1

険事業

2 退職被保 8

費

64 177 687 18

納

負担金補助 864

付金

4 860

○ 退職被

　

保険者等医療給付費分

(

864「諸収入」険者

項

等医 及び交付金

)　

18 負担金補助及び

１

交付金 864退職被保

 

険者等療給付費

医療

 退職被保険

給

者等医療給付費分 86

付

4延滞金分

費

1

分 (

退職被保険者等

単位

第三者納付金

：千

1

円

退職被保険

)

者等

本

返納金

 年

1

 

過年度分

度 

1

予 算 額

計 617

 

,569 653,06

の

3 △35,494 28

 

,127 9,207 5

財

80,235

 源 内 訳
本　年



訳

基金拠 及び交付金

本　

18 負担金補助及

年

び交付金 1出金

　度

 財政安定化

前

基金拠出金 1

　年　度 節

計

目

1 1 1

比　　較 特　 　定　 　財　 　源 説　 　明
一般財源予　算　額 予　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

３款　国民健康保険事業費納付金　　２項　後期高齢者支援金等分
１目　一般被保険者後期高齢者支援金等分

－35－ －36－

1 一般被保 211,003 209,757 1,246 18 負担金補助 211,003211,003

○ 一般被保険者後期高齢者支援金等分険者後期 及び交付金

211,003高齢者支

18 負担金補助及び交付金 211,003

(

援金等分

款)

 一般被保険者後期

　

高齢者支援金等分 21

３

1,003

 国民

2 退職被

健

保 1 59 △58 18 負

康

担金補助 1

保

1

○

険

 退職被保険者後期高

事

齢者支援金等分 1険者

業

後期 及び交付金

費納

18 負担金補助及び

付

交付金 1高齢者支

金

　

 退職被保

(

険者後期高齢者支援金

項

等分 1援金等分

)　２ 後期

計 211,004 20

高

9,816 1,188

齢

211,004

者

(款)　３ 国民

支

健康保険事業費納付金

援

　(項)　３ 介護納

金

付金分

1 介護納付 84

等

,302 74,037

分

10,265 18 負担

(

金補助 84,302

単位

84,302

○ 

：

介護納付金分 84,3

千

02金分 及び交付金

円)

18 負担金補助

本

及び交付金 84,30

 

2

年

 介

 

護納付金分 84,30

度

2

 予 算 

計 84,30

額

2 74,037 10,

 

265 84,302

の

(款)　４ 

 

財政安定化基金拠出金

財

　(項)　１ 財政安

 

定化基金拠出金

1 財政

源

安定 1 1 18 負担金補

 

助 1

内

1

○ 財政

 

安定化基金拠出金 1化



　

委託料 290

年　

   郵送料 1,4

度

87

節

12 委託

目

料 290

比　

 医療費通知等作成

　

委託料 290

較 特　 　

2 疾病予防 5,088

定

5,036 52 10 需

　

用費 282,5

　

50 2,538

○ 疾

財

病予防費 5,088「

　

諸収入」費

10

　

 需用費 2812

源

委託料 5,060

説　

 印刷製本費 28

　明
一般財源予　算　額 予　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

５款　保健事業費　　１項　特定健康診査等事業費　　１目　特定健康診査等事業費

－37－ －38－

1 特定健康 20,097 20,834 △737 7 報償費 4626,238 982 12,877

○ 特定健康診査等事業費 20,097「県支出金」 「繰入金」診査等事

 7 報償費 462特定健康診査等 職員給与費等繰業費 10 需用費 666

 管理栄養士等保健指

(

導料 462負担金 入金

款)

6,238 46

　

2 11 役務費 59

５

5

 

10 需用費

保

666

健事

 消耗品費 209「諸

業

収入」 12 委託料

費

18,374

　(

   印刷製本費 4

項

57特定健診料

)　

11 役務費 5951

１

20

 

 

特

郵送料 595愛知県国

定

民健康

健

12 委

康

託料 18,374保険

診

団体連合会

査等

 集団特定健康診

事

査等事業委託料 2,1

業

95国保保健事業助

費 (

 個別特

単

定健康診査等事業委託

位

料 15,648成金

：千

 特定健

円

康診査等データ処理手

)

数料 531400

本 年 度 予

計 20,09

 

7 20,834 △73

算

7 6,238 982 1

 

2,877

額

(款)　５ 保健事業

 

費

　(項)　２ 保健

の

事業費

1 保健衛生 2,

 

217 2,199 18

財

10 需用費 440

 源

2,217

○ 保健

 

衛生普及費 2,217

内

普及費

 

10 需

訳

用費 44011 役

本

務費 1,487

　年

   消耗品費 4

　

40

度

11 役務

前

費 1,48712



目

0

比

 償

　

還金 700

　較 特　 　定　 　財　 　源 説　 　明
一般財源予　算　額 予　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

５款　保健事業費　　２項　保健事業費　　２目　疾病予防費

－39－ －40－

12 委託料 5,060人間ドック受診

 人間ドック検査委託料 5,060料

2,550

計 7,305 7,235 70 2,550 4,755

(款)　６ 基金積立金

　(項)　１ 基金積立金

1 基金積

(

立 1 1 24 積立金 1

款)

1

○ 基金積立金

　

1「財産収入」金

５ 

24 積立金 1支払

保

準備基金利

健事

 国民健康保険支

業

払準備基金積立金 1子

費

　

1

(項)　２

計 1 1

 

1

(款)　

保

７ 諸支出金

　(項)

健

　１ 償還金及び還付

事

加算金

1 一般被保 2,

業

500 2,500 22

費

償還金利子 2,500

(単

2,500

○ 

位

一般被保険者保険税還

：

付金 2,500険者保

千

険 及び割引料

円

2

)

2 償還金利子及び割

本

引料 2,500税還付

 

金

年

 一

 

般被保険者保険税還付

度

金 2,500

 予 

2 退職

算

被保 10 10 22 償還

 

金利子 10

額

10

 

○ 退職被保険者等保

の

険税還付金 10険者等

 

保 及び割引料

財

2

 

2 償還金利子及び割

源

引料 10険税還付

 内

 退職被保

 

険者等保険税還付金 1

訳

0金

本　年

3 償還金 700

　

15,200 △14,

度

500 22 償還金利子

前

700

　

700

○

年

 償還金 700及び割

　

引料

度

22 償還

節

金利子及び割引料 70



年　度 節
目 比　　較 特　 　定　 　財　 　源 説　 　明

一般財源予　算　額 予　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

７款　諸支出金　　１項　償還金及び還付加算金　　４目　一般被保険者還付加算金

－41－ －42－

4 一般被保 100 100 22 償還金利子 100100

○ 一般被保険者還付加算金 100険者還付 及び割引料

22 償還金利子及び割引料 100加算金

 一般被保険者還付加算金 100

5 退職被保 10

(

10 22 償還金利子 1

款

0

)

10

○ 退職

　

被保険者等還付加算金

７

10険者等還 及び割引

 

料

諸

22 償還金

支

利子及び割引料 10付

出

加算金

金

  

　

 退職被保険者等還付

(

加算金 10

項)　１ 

計 3

償

,320 17,820

還

△14,500 3,3

金

20

(款)

及

　７ 諸支出金

　(項

び

)　２ 繰出金

1 一般

還

会計 1 1 27 繰出金 1

付加

1

○ 一般会計

算

繰出金 1繰出金

金 (

27 繰出金 1

単位

 一般会計繰

：

出金 1

千円)

本 

計 1 1 1

年

(款)　８

 

 予備費

　(項)　１

度

 予備費

1 予備費 7,

 

000 7,000

予 

7,000

算 額 

計 7,0

の

00 7,000 7,0

 

00

財 源 内 訳
本　年　度 前　



1． 特  別  職

区 分

職員数

給 与     費

(人) (千円)

期  末  手  当
(千円)

その他
の手当

(千円)

地域手当

給　　与　　費　　明　　細　　書

共済費 合    計

備    考

報    酬 給    料 計

(千円） (千円） (千円) (千円)

本年度

長 等

その他の特別職

議 員

6 117 117 117

計 6 117 117117

議 員

長 等

その他の特別職 6 117 117 117

計 6 117 117 117

比  較

長 等

前年度

議 員

その他の特別職

計

年間支給率
(3.4月分)

(千円）
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(  )内は短時間勤務職員を別掲

ア 会計年度任用職員以外の職員

(  )内は短時間勤務職員を別掲

備    考

前 年 度

職

員

手

当

の

内

訳

管 理 職 手 当 扶養手当 地域手当

給    与    費

( )
前 年 度

(4)

(4)

( )

( )

(千円)

( )

区 分
期末手当 勤勉手当

2． 一  般  職

(1)総     括

区    分
職員数 給    与    費

本 年 度 3,555

共  済  費 合    計
備    考

(人) 報  酬(千円) 給  料(千円) 職員手当(千円)        計  (千円) (千円) (千円）

501 4,056 4,056

比 較 3,555 501 4,056 4,056

通勤手当 住居手当 時 間 外 勤 務 休 日 勤 務 宿 日 直 手 当 管 理 職 員 特 別

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 501

前 年 度

比 較 501

区    分
職員数 合    計

(人) 給  料(千円) (千円） (千円）

共  済  費

職員手当(千円)        計  (千円)

本 年 度

比 較

職

員

手

当

の

内

訳

区 分
期末手当 勤勉手当 管 理 職 手 当 扶養手当

比 較

地域手当 通勤手当 住居手当 時 間 外 勤 務 休 日 勤 務 宿 日 直 手 当 管 理 職 員 特 別

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度

前 年 度

手 当 手 当 勤 務 手

手 当 手 当 勤 務 手
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イ 会計年度任用職員

(　)内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの

　通常の勤務時間に比し短い職員を別掲

(　)
前 年 度

(4)

(4)

区    分
職員数 給    与    費 共  済  費 合    計

備    考
(人) 報  酬(千円) 給  料(千円) 職員手当(千円)        計  (千円) (千円) (千円）

本 年 度 3,555 501 4,056 4,056

比 較 3,555 501 4,056 4,056

職

員

手

当

の

内

訳

区 分
期末手当 勤勉手当 管 理 職 手 当 扶養手当

比 較 501

地域手当 通勤手当 住居手当 時 間 外 勤 務 休 日 勤 務

(千円)

宿 日 直 手 当 管 理 職 員 特 別

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 501

前 年 度

(2)給料及び職員手当の増減額の明細

区 分
増減額
(千円)

増減事由別内訳   (千円) 説   明 備   考

給 料

職 員
手 当

501

制度改正に
伴う増減分

501
会計年度任用職員に係る

期末手当の増加

手 当 手 当 勤 務 手
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(  )内は再任用短時間勤務職員を別掲

(3)給料及び職員手当の状況
ア 職員１人当たり給与

区   分 一    般    行    政    職 技    能    労    務    職

令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 (円)

平 均 給 与 月 額 (円)

平 均 年 齢 (歳)

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 (円)

平 均 給 与 月 額 (円)

平 均 年 齢 (歳)

イ 初  任  給

区 分 一 般 行 政 職    (円)
技 能 労 務 職    (円) 国の制度

技 能 職 労   務   職 一般行政職（円） 労務職（円）

高 校 卒 150,600 163,300 (甲) 157,400 (乙) 143,800 150,600 －

大 学 卒 182,200 182,200 －

ウ 級別職員数

区 分
一    般    行    政    職 技    能    労    務    職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在

７ 級

３ 級

４ 級
２ 級

６ 級

５ 級

３　　　級

２　　　級
１ 級

１ 級

計 計

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日 現 在

７ 級

３ 級

４ 級
２ 級

６ 級

５ 級

３ 級

２ 級
１ 級

１ 級

計 計

(級別の基準となる職務)

区   分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

一般行政職
部長又は

次長の職務

会計管理者、
課長、局長、
館長、所長、

室長又は主幹の
職務

課長補佐、
所長補佐又は
室長補佐の

職務

係長又は
主査の職務

主任の職務
高度の知識又は経験を必要とす

る業務を行う職務
定型的な業務を

行う職務

技能労務職

・高度な技能又は経験
・を必要とする業務を行
・う運転手の職務
・
・高度な知識又は経験
・を必要とする業務を
・行う寮母の職務

・相当高度な技能又は経験を必要
とする業務を行う運転手の職務

・相当高度な知識又は経験を必要
とする業務を行う寮母の職務

・困難な業務を行う用務員の職務
・困難な業務を行う調理員の職務

・運転手の職務
・寮母の職務
・用務員の職務
・調理員の職務
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（　）内は、再任用職員の標準的な支給率

支給対象職員数

エ 昇給

区　　 　分 合　　　計
代　表　的　な　職　種

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

本
年
度

職 員 数 （Ａ） （人）

昇　給　に　係　る　職　員　数　（Ｂ） （人）

号　給　数　別　内　訳

　２号給 （人）

　３号給 （人）

　４号給 （人）

　６号給 （人）

　８号給 （人）

比 率 （Ｂ）　／　（Ａ） （％）

前
年
度

職 員 数 （Ａ） （人）

昇　給　に　係　る　職　員　数　（Ｂ） （人）

号　給　数　別　内　訳

　1号給 （人）

　２号給 （人）

　３号給 （人）

　４号給 （人）

　６号給 （人）

　８号給 （人）

比 率 （Ｂ）　／　（Ａ） （％）

オ 期末手当・勤勉手当

区　　　分
支    給    期    別    支    給   率 支 給 率 計 職制上の段階、職務

備   考
６月(月分) １２月(月分) ( 月 分 ) の級等による加算措置

本 年 度 2.25 2.25 4.5 有

前 年 度 2.225 2.225 4.5 有

国 の 制 度 2.25 2.25 4.5 有

備　　 　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

カ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（1年につき3％加算）

その他の加算措置等
最高限度

国　の　制　度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
（1年につき3％加算）（支給率等）

支　給　率　等

キ 地 域 手 当

支　 給 　対 　象 　地 　域 大　　治　　町

支 給 率 (％) 6

(人)

国の指定基準に基づく支給率（％） 6

ク その他の手当

区 分 国の制度との異同

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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